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【概要版】 
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関連計画と整合を図りながら、「居住誘導」「都市機能誘導」「公共交通」「防災」の４つの枠組みによ
り、次の方針を設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

立地適正化計画とは 

１．立地適正化計画で定める事項（国の都市計画運用指針などに規定） 

＜イメージ図＞ 
◆居住誘導区域◆ 

⼈⼝減少の中にあっても⼀定のエリアにおいて
⼈⼝密度を維持することにより、⽣活サービスや
コミュニティが持続的に確保されるよう、居住を
誘導すべき区域。 
用途地域内に設定。 

◆都市機能誘導区域◆ 

医療・福祉・商業等の都市機能を、都市の中心
となる拠点や地域における⽣活の拠点に誘導し集
約することにより、各種サービスの効率的な提供
を図る区域。 
居住誘導区域内に設定。 

用途地域 

国庫補助の活用 

居住誘導区域及び都市機能誘導区域では新たな
国庫補助の活用や、既存の国庫補助の補助率の向
上などの支援を受けることができます。 

◆誘導施設◆ 

都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき都市
機能増進施設。 

２．誘導方針 

人口減少、少子高齢化を見据えた居住誘導 居住誘導 

都市機能の集積をいかした用途地域内の人口密度及び 

生活サービス機能等の維持・充実 
都市機能誘導 

安全性に配慮した居住誘導と防災拠点の機能確保 防災 

既存の公共交通基盤をいかした公共交通利用者の確保や 

安心して暮らせる住環境の形成 
公共交通 
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関連計画や⼈⼝密度及び都市施設の立地状況などから拠点を設定し、本計画で目指す

べき都市の骨格構造を定めます。 
用途地域外においても、⽣活拠点を設定し、これらを軸で結び、公共交通でつなげる

ことで多極ネットワーク型コンパクトシティを目指します。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３．都市の骨格構造（拠点と軸の設定） 

【地域拠点】 

松岸駅周辺 

【地域拠点】 

観音駅周辺 

【地域拠点】 

明神町地区周辺 

【中心拠点】 

銚子駅周辺 

【生活拠点】 

豊里地区周辺 

【生活拠点】 

三崎地区周辺 

【生活拠点】 

外川駅周辺 

中心拠点 
本市の中心的な拠点として、公共交通の利便性を維持し、都市機能の維持・
充実を図る。                ⇒都市機能誘導区域に設定 

地域拠点 
今後も地域の暮らしを支える拠点として、公共交通の利便性を維持し、都市
機能の維持・充実を図る。          ⇒都市機能誘導区域に設定 

⽣活拠点 

自然環境に恵まれた環境や住宅地として整備された基盤を活用し、より暮ら
しやすい居住環境づくりや定住⼈⼝の促進に向けて、良好な居住環境の維
持・保全を図る。（外川駅周辺・豊里地区周辺） 
広域的な商圏を対象とした商業施設の集積の促進を図る。（三崎地区周辺） 

公共交通軸 
地域間の交流・連携強化、快適な移動環境の確保や広域連携軸との連絡機能
を担う軸として、鉄道・バスの公共交通路線を維持し、公共交通利用者が安
心して外出できる環境・手段の確保を図る。 

 

≪拠点・軸の配置方針≫ 
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居住誘導区域 

４．居住誘導区域と都市機能誘導区域 

【地域拠点】 

松岸駅周辺 

【地域拠点】 

観音駅周辺 
【地域拠点】 

明神町地区周辺 

【中心拠点】 

銚子駅周辺 

５．誘導施設（都市機能誘導区域内）  

機能 
区分 施設名称 

中心拠点 地域拠点 
銚子駅 
周辺 

観音駅 
周辺 

明神町地区 
周辺 

松岸駅 
周辺 

行政 市役所 ◇    

子育て 子育て世代包括支援センター ◇    

商業 
大規模小売店舗 ●    

スーパーマーケット ● ● ● ◇ 

医療 病院 ◇ ◇   

金融 銀行 ◇ ◇  ◇ 

文化 
文化ホール  ◇   

図書館 ◇     
 ● …誘導型（都市機能誘導区域内に立地しておらず、新規誘導により機能充実を図る） 
 ◇ …維持型（誘導施設が都市機能誘導区域内に既に立地しており、機能の維持を図る） 
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◆居住誘導区域の設定方法◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆都市機能誘導区域の設定方法◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆誘導施設の設定方法◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

STEP１ 居住誘導区域に適した区域の抽出 

以下の条件に該当する箇所を設定候補とする 
①⼈⼝密度 20⼈/ha以上の地区  ②高齢者の日常⽣活サービス圏 
③基幹的公共交通のおおむね高齢者徒歩圏 ④下水道既整備区域 

STEP２ 居住誘導区域から除外すべき区域の抽出 

以下の条件に該当する箇所を除外する 
①法令により含まないこととする区域（国定公園区域、災害レッドゾーン） 
②居住に適さないことから含まないこととする区域（工業地域、臨港地区） 
③災害リスクを検討したうえで除外する区域 
（土砂災害警戒区域、津波浸水想定区域（浸水深 2.0ｍ以上の区域）など） 

用途地域に指定されている場所 

 
 

 STEP２ 目指すべき都市の骨格構造において【中心拠点】・【地域拠点】に設定 

都市機能誘導区域の設定 

 STEP３ 用途地域及び地形地物による都市計画上の基準から具体な区域設定 

 STEP１ 居住誘導区域内に区域設定 

 STEP４ 市の施策や今後のまちづくりの方向性による 

戦略的な区域設定 

 
 

⼈⼝分布・世代構成等に 
応じた分散的な立地とする 

対象施設 

都市機能誘導区域において 
立地が望ましい施設 
拠点立地施設 

日常的な利用が想定されるため、 
市内に分散した立地が望ましい施設 

分散立地施設 

新規誘導を 
図る場合 

都市機能誘導区域内に 
既に立地している場合 

維持型  誘導型 

各都市機能誘導区域内の 
施設立地状況を踏まえ位置付け 

  誘導施設に指定 
都市再⽣特別措置法第 81条第２項第３号 

居住誘導区域の設定 
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＜取組方針 1＞ 河川整備等による居住地の浸水被害の低減 
＜取組方針２＞ 都市・建設物の構造強化 
＜取組方針３＞ 避難体制整備による被害の低減 
＜取組方針４＞ 地域防災力向上による被害の低減 
＜取組方針５＞ 防災意識向上による避難行動の促進 

 
 

防災指針とは 

近年頻発・激甚化する自然災害に対応するため、立地適正化計画における居住や都市機能の誘導と併
せて防災に関する機能の確保を図るための指針として、都市再⽣特別措置法に規定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災・減災に向けた誘導方針と取組方針 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６．防災指針 

安全性に配慮した居住誘導と防災拠点の機能確保 
誘導方針 

防災 

◆災害危険性の低いエリアへの居住誘導・都市機能誘導を図る。 
◆利根川沿い用途地域内の浸水・津波のリスクのあるエリアは、ソフト・ハード対策を講じた
上で居住誘導を図る。 

◆用途地域内の土砂災害のおそれのあるエリアは、災害レベルに応じ区分する。 

≪災害ハザード指定状況と居住誘導区域に含まないこととする区域≫ 

防災指針を踏まえ 
3つの区域を居住誘導区域から除外 

・土砂災害警戒区域 
・家屋倒壊等氾濫想定区域 
・津波浸水想定区域の浸水深 2.0ｍ以上の区域 
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本計画で目指す将来像の実現を図るため、居住誘導、都市機能誘導、公共交通に係る施策を誘導施策

として位置付けます。 
誘導施策は、国の交付金などを活用し、将来にわたって展開を考えていきます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

     
  

７．誘導施策 

居住誘導 

に係る施策 

・銚子市地域公共交通計画との連携 
・公共交通環境の維持・改善 
・広域幹線道路網の開通による道路ネットワークの確立 
・安心・安全なまちづくりの推進 
・歩行者・自転車ネットワークづくりの促進 

・良質な居住環境の確保 
・移住・定住の促進 
・高齢者の住まいの安定的な確保 
・空家等の利活用の推進 
・用途地域内の土地利用促進 
・住宅系土地利用の適正化 
・快適な都市環境・⽣活環境づくり 
・⽣活基盤未整備地区の居住環境の誘導 
・公共交通網の維持（交通不便地域の解消） 
・駐車・駐輪対策の充実 

都市機能誘導 

に係る施策 

公共交通 
に係る施策 

・公共施設等の統合や廃止の推進方針の実行 
・快適な移動環境づくりの推進 
・高齢者等の⽣活を支えるサービス施設整備や機能更新の誘導 
・公園・オープンスペースの活用・整備 
・市街地の有効活用による商業の活性化 
・観光交流の促進と地域の活性化 
・中心市街地の強化・整備による交流・連携の促進 
・広域連携軸（国道 126号・356号等）沿道の土地利用誘導 
・学術・文化芸術交流拠点の形成による交流・連携の促進 
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